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レードオフ構造の体系的整理を試みる．（第 3 章） 
・ 技術の比較を支援する評価モデルの構築は，日本における下水汚泥・厨芥の利活用に係る技
術選択を対象として行う．下水処理場に導入される汚泥変換技術，リン回収技術を組み合わ
せた複数の技術オプションを比較し，各オプションの優位性を分析する．（第 4 章） 
・ 地域実地での技術更新計画の作成を支援するモデルについては，第 4 章の技術オプションの
優位性分析を踏まえ，日本の自治体が静脈系社会資本（下水処理場，ごみ焼却場）の更新計




本研究は 6 章から構成される（図 1-1）． 
 第 1 章では，静脈系社会資本の更新戦略の方向性を論じ，本論文で扱う研究対象を明確にする
とともに，各章の構成を記した． 
 第 2 章では，日本における都市代謝改善政策の進展を整理し，その上で，中国，日本における
都市・農村間の物質代謝改善に向けた研究課題を述べる．  
 第 3 章では，中国省レベルにおいてバイオマス利活用施策の立案・評価を支援するためのバイ
オマス需給バランス推計モデルを構築する．モデルの構築は，中国浙江省を対象として行った．
そして，バイオマスを利用用途の配分方策として，エネルギー変換優先施策，マテリアル利用優
先施策という 2 つの特徴的な施策を比較し，GHG 排出削減効果と，リン鉱石節約効果，農林地節
約効果のトレードオフ構造に関する分析を行う． 
 第 4 章では，日本における下水汚泥・厨芥の循環利用技術オプションを対象とした比較評価を











量，GHG 排出量，リン回収量，事業コストの 4 指標を用いて行う． 
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排泄物の堆肥化率は 90%に達しており 11)，栄養塩類の農地還元が図られている． 
 食品加工業における食品加工・流通廃棄物に関しても，1990 年代後半よりゼロエミッション（異
種の産業のネットワーク化によって単一のプロセスでは達成できない資源の有効利用と環境負荷























める先駆的事業を石川県珠洲市が 2007 年より展開しており 18)，北海道北広島市においても同様の











































































































































































 そこで本稿第 4 章では，下水汚泥・厨芥からのバイオエネルギー生産・リン回収を図るための
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ワラ茎産出量＝ワラ茎発生原単位×穀物産出量     (3-1) 
表3-2 バイオマス発生量推計に用いる活動量に関するデータ（2006年度） 
 



















市街地緑地剪定枝 7.0 万ha 中国環境統計年鑑2)
業務・家庭ごみ 都市人口 2615.6
































(b) もみ殻の推計  
もみ殻の産出量[t]については，もみ殻発生原単位（米生産量あたりのもみ殻発生量）[t/t]を米産
出量[t]と乗じて推計する． 
もみ殻産出量＝もみ殻発生原単位×米産出量     (3-2) 





果樹剪定枝産出量＝果樹剪定枝発生原単位×果樹園面積     (3-3) 






林地残材産出量＝林地残材発生原単位×材積換算係数×木材品産出量     (3-4) 
材積伐採量 1t に対し木材品が 0.75t，林地残材が 0.25t 発生するとし 7)，林地残材発生原単位は





畜産排泄物産出量＝収集可能率×畜産排泄物発生原単位×家畜頭数     (3-5) 
排泄物種の収集可能率[-]9)は，豚：1.0，牛：0.6，鶏：0.6，羊：0.6 とした．また，畜産排泄物発






×食料品部門生産額     (3-6) 
18 
 





建設廃木材産出量＝部材回収可能率×建設用木材消費原単位×解体住宅床面積     (3-7) 
部材回収可能率は 0.331[-]（主要部材率を 0.40[-]，主要部材回収可能率を 0.83[-]として算定）12)，





市街地緑地剪定枝発生量＝緑地剪定枝発生原単位×市街地緑地面積     (3-8) 










    古紙発生量＝古紙含有率×業務・家庭ごみ発生量 








下水汚泥発生量＝下水汚泥発生原単位×生活用水消費原単位×都市人口     (3-10) 







りの汚泥発生量）[g-DM/g-BOD]，BOD 負荷負荷原単位（生活人口あたりの BOD 発生量）[g-BOD/
日/人]を，農村人口[人]と乗じて推計する． 
集落排水汚泥発生量＝集落排水汚泥発生原単位×BOD 負荷負荷原単位×農村人口     (3-11) 
集落排水汚泥発生原単位は 0.225[g-DM/g-BOD]（BOD 除去率 0.90[-]，除去 BOD 汚泥転換率 0.25 






















木材品産出量＝材木比率×年間成長量×森林管理面積     (3-12) 








建設用・製紙用木材 8) 4.7 - m3/ha/年
早生樹木 21) 32.8 - m3/ha/年
竹 22) 25.0 - t/ha/年

























作付面積[ha]にそれぞれの養分施肥原単位（作付面積あたりの N 施肥量 [kg-N/ha/回]，作付面積あ







総森林面積 人工林 竹林 単位
総面積 a 553.9 255.6 42.0
既存利用面積 b - 54.1 29.3





果樹園 69.2 万ha (作物産出量)1)/(作物別単収)1)





養殖用飼料 75.5 万ｔ 浙江統計年鑑1)または中国農業年鑑3)

























肥料需要量＝肥料需要原単位×作付面積     (3-14) 
N 施肥原単位[kg-N/ha]28)は，水田：211，畑：413，果樹園：197，P2O5施肥原単位[kg- P2O5/ha] 28)
は，水田：148，畑：149，果樹園：84 を用いる．また，竹林については，N 施肥原単位 200[kg-N/ha]






畜産用飼料需要量＝畜産用飼料消費原単位×家畜頭数     (3-15) 




養殖用飼料需要量＝養殖用飼料消費原単位×淡水養殖品産出量     (3-16) 





建設用木材需要量＝建設用木材消費原単位×建物床面積竣工量     (3-17) 




製紙用木材需要量＝木材チップ消費原単位×紙製品構成比×紙・板紙産出量     (3-18) 







上級印刷紙 0.065 1590 0
再生上質紙 0.065 460 760
白板紙 0.500 591 547








再生紙用古紙原料需要量＝古紙パルプ消費原単位×紙製品構成比×紙・板紙産出量     (3-19) 








                     ＋石油化学原料需要原単位×誘導品構成比×合成ゴム産出量 
                     ＋石油化学原料需要原単位×誘導品構成比×プラスチック産出量  (3-20) 










[-] エチレン プロピレン ブタジエン 芳香族 その他C4留分 メタノール
ポリエステル 0.939 224 - - 798 - 33
ナイロン 0.044 - - - 1000 - -
アクリル 0.016 - 1000 - - - -
SBR 0.398 54 - 667 151 - -
BR 0.306 - - 911 - - -
NBR 0.024 - 429 437 - - -
CR 0.033 - - 260 - - -
IIR 0.027 - - - - 889 -
EPR 0.014 342 512 - - - -
SBS 0.198 54 - 667 667 - -
LDPE 0.220 1003 - - - - -
HDPE 0.119 1010 - 10 - - -
PP 0.216 - 1000 - - - -
PS 0.099 279 - - 781 - -
ABS樹脂 0.047 182 220 - 509 - -


























3-10 に示す．  
 
(a) エネルギー変換優先施策（略称：施策 A） 
 施策 A では，バイオマスをすべて化石燃料消費に対する代替に利用すると設定した．これによ
り，バイオマスによる化石燃料の代替ポテンシャルを評価できる．以下，施策間で差異を持たせ
た施策 A の特徴を示す． 






























(b) マテリアル利用優先施策（略称：施策 B） 
 施策 B は，原材料用途としてリン鉱石節約，農林地節約を優先する資源利用を促進する施策と
して設計した．リン鉱石節約機会，農林地節約機会を損なわない上での，バイオマスによる化石
燃料代替ポテンシャルを評価できる．以下，施策間で差異を持たせた施策 B の特徴を示す． 







材木 100% - 建設用・製紙用木材生産
林地残材 100% 木質ペレット製造 木質ペレット製造
湿式メタン発酵
＋堆肥・消化液利用(残渣)
古紙（農村） 60% a 再生紙原料利用
畜産排泄物 豚・牛・鶏・羊排泄物 100% 湿式メタン発酵 湿式メタン発酵
農村系汚泥 集落排水汚泥 100% ＋堆肥・消化液利用(残渣) ＋堆肥・消化液利用(残渣)






工業系食品廃棄物 動植物性残渣 100% 食品残さ飼料化
湿式メタン発酵
＋汚泥高温焼却・リン回収(残渣)
古紙（都市） 60% a 再生紙原料利用








































































 バイオマスの利用に伴う GHG 排出削減効果を推計する上でのバウンダリーを表 3-11 に示すよ
うに設定した．バイオマスを利用するにあたり追加されるプロセス（追加プロセス）と，バイオ
マス製品により利用が回避されるプロセス（回避プロセス）に対し，回避プロセスと追加プロセ


















バイオマス生産 バイオマス輸送 バイオマス変換または製造(原料調達-加工) 利用 廃棄
追加プロセス ◆早生樹木幹部分　 伐採・搬出
◆早生樹木幹部分
   収集
◆ワラ茎収集
◆バイオエタノール変換 ◆バイオエタノールの   ガソリン代替利用(CN) -
回避プロセス - - - ◆ガソリン利用 -
追加プロセス ◆早生樹木幹部分　 伐採・搬出
◆早生樹木幹部分





   有炭素の排出(CN)
回避プロセス - - ◆石油系プロピレン製造 - ◆石油系プロピレン含   有炭素の排出











◆木質ペレット変換 ◆木質ペレットの石炭 　代替利用(CN) -
回避プロセス - - - ◆石炭利用 -
追加プロセス - - - - -
回避プロセス - ◆材木輸入 - - -
共有プロセス ◆材木伐採・搬出 - ◆木材加工品製造 ◆木材加工品利用 ◆木材加工品の　 焼却・排熱発電
追加プロセス - ◆ワラ茎収集 - - -
回避プロセス ◆飼料作物生産 ◆飼料作物輸入 - - -
追加プロセス - - - - -
回避プロセス - ◆古紙輸入 - - -






◆乾式メタン発酵 ◆バイオガスのLPG　 代替利用(CN) -






◆湿式メタン発酵 ◆バイオガスのLPG　 代替利用(CN) -






回避プロセス - - - ◆化学肥料利用 -
追加プロセス - ◆動植物性残渣　 収集 ◆食品残さ飼料変換 - -
回避プロセス ◆飼料作物生産 ◆飼料作物輸入 - - -
追加プロセス - - ◆乾燥造粒製造 ◆乾燥造粒品の石炭 　代替利用(CN) -
回避プロセス - - - ◆石炭利用 -
追加プロセス - - ◆汚泥高温焼却◆灰アルカリ抽出
◆灰抽出リン肥料の
　 化学肥料代替利用 -
回避プロセス - - - ◆化学肥料利用 -
追加プロセス - ◆未分別業務・家庭　　ごみ収集 ◆ごみ焼却・排熱発電
◆電力の系統電力
　 代替利用(CN) -
































本章の分析では，エネルギー量を石油換算[TOE]（ton of oil equivalent，kg の場合は kgoe）で勘
定し，電力は 1kWh＝3.6MJ で二次エネルギー換算する．特に断りがない限り重量[t]は水分を含む
値とし，乾物重量の値を[t-DM]，有機分量の値を[t-VS]，灰分量の値を[t-Ash]で表記する． 
 バイオマスの性状ならびに発熱量の値を表 3-12 に示す．バイオマスが有する低位発熱量（LHV）
[TOE/t]，高位発熱量（HHV）[TOE/t-DM]については，松藤 43)を参考に Steuer の式を用い，表 3-12
の成分比，可燃分中の元素組成比を用いて式(3-21)ならびに式(3-22)より求めた．なお，1TOE＝
107kcal で換算する． 
LHV [kcal/kg]＝(8,100×C＋28,850×H－3,040×O)×V－600×W     (3-21) 
HHV [kcal/kg-DM]＝(8,100×C＋34,250×H－3,040×O)×(V/(1－W))     (3-22) 
 栄養塩類については，窒素収支を[t-N]，リン収支を[t-P]，カリウム収支を[t-K]で勘定する．ま
た，肥料養分量は，窒素養分量は[t-N]，リン養分量は[t-P2O5]，カリウム養分量は[t-K2O]で勘定す
る．ここで，養分換算は 1t-P＝2.29t-P2O5，1t-K＝1.20t-K2O で行う 44)．化学肥料の代替利用を想定
しているバイオマスについて，栄養塩類含有量への換算は，表 3-13 に示す係数を用いることとす
る． 
 飼料養分の換算に関しては，可消化養分総量[t-TDN]（Total Digestible Nutrients）に換算する．
代替される飼料作物と，直接飼料利用されるワラ茎を対象として，飼料養分換算係数は農業技術




水分 有機分 灰分 炭素 水素 酸素 [TOE/t] [TOE/t-DM]
(W) (VS) (Ash) (C) (H) (O) (LHV) (HHV)
木製品 0.500 0.488 0.012 0.496 0.065 0.412 0.196 0.485
林地廃材 0.500 0.488 0.012 0.496 0.065 0.412 0.196 0.485
ワラ茎 0.300 0.566 0.134 0.485 0.063 0.443 0.231 0.383
もみ殻 0.300 0.566 0.134 0.485 0.063 0.443 0.231 0.383
果樹剪定枝 0.500 0.488 0.012 0.496 0.065 0.412 43) 0.196 0.485
豚排泄物 0.811 0.153 0.036 0.427 0.055 0.313 0.014 0.355
牛排泄物 0.843 0.114 0.043 0.427 0.055 0.313 <0 0.319
鶏排泄物 0.775 0.164 0.061 0.427 0.055 0.313 0.021 0.320
羊排泄物 0.811 0.153 0.036 0.427 0.055 0.313 0.014 0.355
建設廃木材 0.150 0.829 0.021 0.496 0.065 0.412 0.375 0.485
市街地緑地剪定枝 0.500 0.488 0.012 0.496 0.065 0.412 0.196 0.485
0.800 0.170 0.030 0.503 0.068 0.395 0.034 0.442
厨芥 0.800 0.170 0.030 0.503 0.068 0.395 0.034 0.442
古紙 0.100 0.855 0.045 0.467 0.067 0.456 0.365 0.447
木質ごみ 0.400 0.572 0.028 43) 0.496 0.065 0.412 0.241 0.475
0.800 0.160 0.040 0.514 0.079 0.407 0.035 0.451








































もみ殻 5.3 0.8 3.5
豚排泄物 3.5 2.5 1.5
牛排泄物 2.5 1.0 1.5
鶏排泄物 16.5 9.0 9.0
羊排泄物 3.5 2.5 1.5
厨芥 5.0 4.8 6.7
下水汚泥（脱水汚泥） 5.4 2.9 5.4











バイオエタノール 0.405 TOE/TOE(HHV) （バイオマス投入量あたり）
エタノール発熱量 0.65 TOE/t （低位発熱量換算係数）




変換効率 バイオプロピレン 0.563 t/t （バイオエタノール投入量あたり）
系統電力 22
LPG 74
ペレット利用率 b 0.750 t/t （バイオマス投入量あたり）
ペレット含水率 10 % -
系統電力 15.70 kgoe/t （バイオマス投入量あたり）











































に換算し，表 3-15 の変換効率を乗じて算定する（式(3-23)）． 
バイオエタノール産出量[TOE]＝バイオマス投入量[t-DM]×高位発熱量換算係数[TOE/t-DM] 
              ×バイオエタノール変換効率[TOE/TOE]     (3-23) 
バイオプロピレンについては，バイオエタノールを，表 3-15 に示す発熱量換算係数より単位変
換し，表 3-15 の変換効率を乗じて算定する（式(3-24)）． 
バイオプロピレン産出量[t]＝バイオマスエタノール投入量[TOE]×発熱量換算係数[t/TOE] 













変換効率 食品残さ飼料 0.982 t-TDN/t-DM （動植物性残渣投入量あたり）
系統電力 105
A重油 277






消費原単位 54) 苛性ソーダ(48%) 45 kg/t-DS
リン回収率 56) 灰抽出リン肥料 0.661 t-P/t-P （汚泥・残渣由来灰投入量あたり）




変換効率 58) 発電効率 0.100 TOE/TOE(LHV) （バイオマス投入量あたり）




























し，それぞれのバイオマスを表 3-12 より高位発熱量に換算し，表 3-15 のバイオガス変換効率を
乗じて算定する（式(3-26)）． 
バイオガス産出量[TOE]＝バイオマス投入量[t-DM]×高位発熱量換算係数[TOE/t-DM] 




                              ×食品残さ飼料変換効率[t-TDN/t-DM]     (3-27) 
 乾燥造粒製造については，変換する下水汚泥の投入量を，表 3-12 より高位発熱量に換算し，表
3-15 の変換効率を乗じて算定する（式(3-28)）． 
乾燥造粒品産出量[TOE]＝脱水汚泥投入量[t-DM]×高位発熱量換算係数[TOE/t-DM] 
          ×乾燥造粒品変換効率[TOE/TOE]     (3-28) 
 下水汚泥，厨芥由来発酵残渣を焼却した後に残る灰からのリン回収については，式(3-29)より算
定する．リン収支の推計については，3.3.5(c)で述べることとする． 
灰抽出リン肥料産出量[t-P]＝焼却灰投入量[t-P]×リン回収率[t-P/t-P]     (3-29) 
 業務・家庭ごみの焼却・排熱発電については，バイオマス投入量を，表 3-12 より低位発熱量に
換算し，表 3-15 の排熱発電効率を乗じて算定する（式(3-30)）．ここで，施策 A において乾式メ
タン発酵後の動植物性残渣，古紙，厨芥由来の発酵残渣については，表 3-15 より有機分が発酵槽
で 90%分解した後の有機分率，含水率 25%50)の組成比下において，表 3-12 の元素組成比を用いて
低位発熱量換算係数[TOE/t]を算出し，式(3-30)に適用する． 
電力産出量[MJ]＝バイオマス投入量[t]×低位発熱量換算係数[TOE/t] 






産・製造・利用・廃棄プロセスからの GHG 排出量を推計するための GHG 排出原単位をまとめる．
最後に，追加プロセス・回避プロセス両方の輸送由来の CO2 排出量の推計手法を記述した． 
31 
 
(a) 追加プロセス（バイオマス生産・変換）における CO2排出量の算定 
バイオマスの生産・変換プロセスで消費するエネルギー，薬品，水に由来する CO2 排出量を，
3.3.3(b)で求めた消費量と CO2排出原単位を乗じて算定する． 
 燃料の CO2排出原単位は，環境省 61)より引用し，ガソリン：2.81[t-CO2/TOE]，軽油：2.87 
[t-CO2/TOE]，LPG（液化石油ガス）2.50：[t-CO2/TOE]，A 重油：2.90[t-CO2/TOE]とした．電力の







(b) バイオマス変換プロセスにおける CH4・N2O 排出量の算定 
 バイオマスの処理に伴う CH4，N2O の排出量は，それぞれの投入量（消化液は貯留量）に表
3-17 に示す排出係数を乗じて推計する．なお，CH4，N2O の排出量は，地球温暖化係数に基づき















薬品 62) 苛性ソーダ 671




































(c) 回避プロセス（生産・製造・利用・廃棄）における GHG 排出量の算定 
 回避プロセスにおける生産，製造，利用，廃棄の各プロセスの順に説明する．以下に示す原単
位に，バイオマス製品の利用による代替量を乗じて，GHG 排出量を推計する． 




 石油系プロピレンの製造は，製造量あたりの CO2排出原単位を 1,062[kg-CO2/t]49)とした． 
 利用プロセスについて，エネルギーはガソリン，石炭，LPG，系統電力の利用回避が想定され
ており，3.3.4(a)に未記載の石炭は 3.79[t-CO2/TOE]61)を用いる．化学肥料の代替は，窒素肥料：6,017 
[kg-CO2/t-N]，リン肥料：2,924 [kg-CO2/t-P2O5]，カリウム肥料：479 [kg-CO2/t-K2O]を用いる 59)． 
 廃棄プロセスについては，石油系プロピレン含有炭素の排出として，石油系プロピレンの代替
量に対し 2.69 [t-CO2/t] 61)の排出原単位を乗じて算定する． 
 
(d) 輸送プロセスにおける CO2排出量の算定 
 追加プロセス（バイオマス収集），回避プロセス（材木，古紙，飼料作物の輸入）に関する輸送
由来の CO2排出量を推計する．推計は，トラック輸送の場合は輸送量・輸送距離あたりの CO2 排
出原単位 117[g-CO2/t/km]を，海上輸送の場合はコンテナでの輸送を想定し輸送量・輸送距離あた
りの CO2排出原単位 9.4[g-CO2/t/km]に，輸送量，輸送距離を乗じて行う． 
輸送距離は，表 3-18 に示すよう設定した．バイオマス収集については，大規模プラントを要す












建設用・製紙用木材生産 材木輸入 200 200 4956
再生紙原料利用 古紙輸入 200 200 2111







































































































 バイオマス産出量の推計結果を表 3-21 に示す．追加生産木質資源については，早生樹木の生育









      a 代替可能量は木質ペレットの供給量． 
           b 代替可能量はバイオエタノールの供給量． 

































窒素肥料 86 3 3 万t-N
リン肥料 45 8 12 万t-P2O5
飼料 畜産用・養殖用飼料 1065 119 万t-TDN
建設用・製紙用木材 材木 1722 135 万t
再生紙用古紙原料 古紙 827 101 万t
石油化学製品原料 プロピレン 139 76 万t
ガソリン a 416 88 万TOE
石炭 b 2783 131 86 万TOE
















 一方で，土地資源由来の製品については施策 B においてのみ代替効果が得られ，それぞれ畜産
用・養殖用飼料自給率が 11.2%，建設用・製紙用木材自給率が 7.9%，再生紙用古紙原料自給率が
12.2%の増加となった．畜産用・養殖用飼料の代替可能量の内訳は，ワラ茎が 102 万 t-TDN，食品




高めることにより，自給率 7.9%が加算され 32.4%まで高めることが可能である． 
 肥料についてはリン鉱石の代替につながるリン肥料の自給に着目する．施策 A は，湿式メタン
発酵と連動した堆肥・消化液利用により 16.8%の代替が可能であり，内訳として畜産排泄物由来
の代替が 15.6%，集落排水汚泥由来の代替が 0.5%，もみ殻由来の代替が 0.7%を占める．施策 B
は，施策 A での自給率に 8.9%が加算され 25.7%まで自給率が高まる結果となった．8.9%の内訳は，
厨芥（農村）の湿式メタン発酵後堆肥・消化液利用による 4.7%と，厨芥（都市）からのリン回収




































3.4.2 GHG 排出削減効果と資源節約効果の推計結果 
 施策 A（エネルギー変換優先施策）・施策 B（マテリアル利用優先施策）の導入による GHG 排
出削減効果を図 3-3 に，リン鉱石節約効果を図 3-4 に，農林地節約面積を図 3-5 に示す． 
 GHG 排出削減効果での施策間比較では，施策 A の GHG 排出削減効果 1,057 万 t-CO2eq に対し，
施策 B の GHG 排出削減効果は 342 万 t-CO2eq にとどまり，施策 A が 3.1 倍大きい結果となった．
リン鉱石節約効果の比較では，施策 A でのリン鉱石節約量が 7.5 万 t-P2O5 に留まるのに対し，施
策 B では 13.6 万 t-P2O5の節約量と算定された．農林地節約効果の比較では，施策 A では農林地の
節約を目的とした資源配分を行わないのに対し，施策 B では人工林 144 万 ha，農地 56 万 ha の節
約が可能と推計された．全種バイオマスの配分構造を踏まえた傾向として，施策 B は化石燃料代
替機会を失うことで 715 万 t-CO2eq の GHG 排出削減機会を失うが，リン鉱石 7.9 万 t-P2O5の追加
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 GHG 排出削減の内訳をみると，農村においては，施策 A での液体燃料製造 400 万 t-CO2eq と，





産出が，主に厨芥投入による電力消費で相殺され，両施策，都市・農村合計で 3 万 t-CO2eq の削
減に留まった． 
 リン鉱石節約効果の内訳としては，畜産排泄物，集落排水汚泥，もみがらの農業連動型・湿式









3.4.3 GHG 排出削減収支を踏まえた資源配分に伴うトレードオフの考察 







































 各施策の未利用人工林 48.1 万 ha の追加管理方策による GHG 排出削減効果の差異を図 3-6 に示
す．施策 A では早生樹木を生産してバイオエタノール，バイオプロピレン，木質ペレットを製造
し，合計で 356 万 t-CO2eq の削減効果が得られる．一方で，施策 B では建設用・製紙用木材の生
産を目的とした人工林管理生産がなされ，材木の輸入に伴う輸送の回避と木質ペレット製造での
削減効果は 34 万 t-CO2eq に留まる．合わせて，ワラ茎の利用による各施策下での GHG 排出削減
効果の差異を図 3-7 に示す．液体燃料製造を行う施策 A では合計で 195 万 t-CO2eq の削減効果が
得られ，飼料として利用する施策 B では，30 万 t-CO2eq の削減に留まった． 
エネルギー利用に特化する施策 A では早生樹木生産を目的とした人工林管理が可能で，木質ペ






































































 GHG 排出削減量と農林地節約面積とのトレードオフ構造として，施策 B では人工林 48 万 ha，
農地 48 万 ha の節約が可能あるため（図 3-5），農林地の節約を優先した意思決定を選択した政策
判断を行う場合，施策 A を実施することで得られる GHG 排出削減機会は得られないこととなる．




 農村における分別回収された厨芥・古紙の利用方策の差異がもたらす GHG 排出削減量の差を図
3-8 に示す．施策 A ではごみ焼却場連動型・乾式メタン発酵システムを導入し，総計で 48 万 t-CO2eq
の GHG 排出削減効果を得る．一方で，施策 B では厨芥は農業連動型・湿式メタン発酵システム
で利用し，古紙は再生紙原料として利用することで 44 万 t-CO2eq の GHG 排出削減効果が得られ
た． 
ここで，施策 A では資源節約効果が得られないのに対し，施策 B では厨芥をメタン発酵後に堆
肥・消化液利用することでリン鉱石 2.1 万 t-P2O5 の節約（図 3-4）が可能であるとともに，古紙の







 動植物性残渣の利用による各施策での GHG 排出削減効果を図 3-9 に示す．施策 A ではごみ焼




































得られるのに対し，施策 B では食品残さ飼料に変換する際の A 重油消費量が大きく，GHG は 22
万 t-CO2eq の排出となる． 




 脱水汚泥（含水率 80%）条件下での下水汚泥の利用方策の差異に伴う GHG 排出削減効果の差
を図 3-10 に示す．施策 A では乾燥造粒製造を行い，バイオマス変換プロセスにおける A 重油消
費量に由来する CO2排出量が大きいものの，汚泥変換に伴う CH4・N2O がほとんど排出せず，石
炭代替による CO2排出削減量を踏まえて収支をとると 12 万 t-CO2eq の排出削減となった．一方で，
施策 B では汚泥由来の灰からのリン回収を想定して，灰を残すために高温焼却炉で焼却すること















































































 都市で分別回収された厨芥・古紙の利用方策の差異がもたらす GHG 排出削減量の差を図 3-11
に示す．施策 A ではごみ焼却場連動型・乾式メタン発酵システムを導入し，総計で 103 万 t-CO2eq
の GHG 排出削減効果を得る．一方で，施策 B では厨芥は下水処理場連動型・湿式メタン発酵シ
ステムで利用し，古紙は再生紙原料として利用することで 9 万 t-CO2eq の GHG 排出となった．下
水処理場連動型・湿式メタン発酵システムで GHG 排出が増加となるのは，厨芥由来のメタン発酵
残渣を汚泥高温焼却炉で焼却する際の A 重油消費由来 CO2排出量，CH4・N2O 排出量が大きな要
因となっている． 
ただし，施策 A では資源節約効果が得られないのに対し，施策 B では厨芥由来の発酵残渣を脱
水汚泥と混ぜて焼却・リン回収を行うことでリン鉱石 0.9 万 t-P2O5の節約（図 3-4）が可能である
































乾式メタン発酵(厨芥) 乾式メタン発酵(古紙) ごみ焼却・排熱発電 湿式メタン発酵(厨芥) 再生紙原料利用(古紙) 汚泥高温焼却・リン回収
[万t-CO2/年]
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定した．リン回収技術については，国土交通省による導入マニュアル 2)が作成されている HAP 法，
MAP 法，灰アルカリ抽出法，部分還元溶融法を対象とした．ここで，HAP はカルシウムヒドロキ
シアパタイト，MAP はリン酸マグネシウムアンモニウムを指す． 
 評価対象とするシステムケース，技術ケースを表 4-1 に示す． 
 システムケースについては，ケース X を汚泥・厨芥の個別処理ケースとした．ケース X では，
厨芥はごみ焼却場で焼却され，下水処理場における消化槽の設置は行われないとした．ケース Y
では，下水処理場に消化槽が設置され，汚泥・厨芥の混合処理が行われるとした． 
 次に，技術ケースについて説明する．ケース X における汚泥変換技術を通常焼却とし，リン回
収技術は導入しないケース X-0 を現状ケースとした．リン回収技術の導入は，汚泥の変換プロセ
スで灰が残らないコンポスト（ケース 1），セメント原料化（ケース 2），低温炭化（ケース 3），
乾燥造粒（ケース 4）については汚泥処理工程における返流水（濃縮返流水，脱水ろ液）中から
のリン回収技術のみが導入可能とした．返流水からの回収は，ケース X では HAP 法を，ケース Y
では MAP 法をそれぞれ適用する．熱分解ガス化（ケース 5），高温焼却（ケース 6）の導入条件下
では，灰からのリン回収技術も導入可能となり，飛灰のみが残る熱分解ガス化には灰アルカリ抽






汚泥変換技術 リン回収技術 (回収ポイント） 場内発電
X-0 通常焼却 － －
X-1 コンポスト HAP法 (返流水) －
X-2 セメント原料 HAP法 (返流水) －
X-3 低温炭化 HAP法 (返流水) －
X-4 乾燥造粒 HAP法 (返流水) －
X-5 熱分解ガス化 HAP法 (返流水)灰アルカリ抽出法 (飛灰) ガスエンジン発電
X-6 高温焼却 HAP法 (返流水)部分還元溶融法 (焼却灰) －
Y-1 コンポスト MAP法 (脱水ろ液) ガスエンジン発電
Y-2 セメント原料 MAP法 (脱水ろ液) ガスエンジン発電
Y-3 低温炭化 MAP法 (脱水ろ液) ガスエンジン発電
Y-4 乾燥造粒 MAP法 (脱水ろ液) ガスエンジン発電
Y-5 熱分解ガス化 MAP法 (脱水ろ液)灰アルカリ抽出法 (飛灰) ガスエンジン発電















































































生汚泥 SS 量＝初沈汚泥 SS 量＋余剰汚泥 SS 量     (4-1) 
初沈汚泥SS量 [g-DM] ＝(C1ss,in－C1ss,out)×Q1in     (4-2) 
余剰汚泥SS量 [g-DM] ＝(a×γ×C2BOD,in＋b×C2ss,in－c×τ×X)×Q2in     (4-3) 
ここで，C1in[mg/L]は最初沈殿池への流入濃度，C1out[mg/L]は最初沈殿池からの流出濃度，
C2in[mg/L]は活性汚泥反応タンクへの流入濃度を，Q1inならび Q2in[m3/日]はそれぞれ最初沈殿池と
活性汚泥反応タンクへの流入水量を示す．最初沈殿池での BOD 除去率は 30%，SS 除去率は 40%
として 5)，BOD，SS の濃度推計を行う．また，活性汚泥反応タンクでの共通条件として，a（S-BOD





集剤添加条件での標準活性汚泥法と c，τ，X 値が同じ 7)で汚泥発生量に大きな差が生じないこと
に基づいた． 





















 ケース X（個別処理システム）のバウンダリーを図 4-1 に，ケース Y（混合処理システム）の
バウンダリーを図 4-2 に示す． 




















































































 a 宮本ら14)より高温焼却での値に電力は0.93，焼却用熱量は0.97を乗じる． 







濃縮 10) エネルギー 電力 9 MJ/t (生汚泥投入量あたり）
電力 19
消化ガス 110
脱水 10) エネルギー 電力 23 MJ/t (消化汚泥投入量あたり）
破砕・選別 11) エネルギー 電力 68 MJ/t (厨芥投入量あたり）
混合貯留 11) エネルギー 電力 3 MJ/t (濃縮汚泥・厨芥投入量あたり）







エネルギー 電力 612 MJ/t
鉱物製品 生石灰 200 kg/t
電力 324
乾燥用熱需要 4676
薬品 苛性ソーダ 4.2 kg/t
電力 236
乾燥用熱需要 3444










薬品 苛性ソーダ48% 10.0 kg/t
電力 320
焼却用熱需要 4695


























汚泥処理工程 消化 1) エネルギー MJ/t (濃縮汚泥・厨芥投入量あたり）
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 輸送過程について，厨芥は収集時かさ密度を 0.74[t/m3]18)，ごみ収集車の軽油消費原単位を 3.5 
[MJ/m3/km]19)を用いて算定した．両システムケースにおいて，ごみ焼却場までの厨芥収集距離を




として 1GJ あたりの軽油消費原単位 60.6[KJ/GJ/km]20)を用いた．往復運搬距離については，コン
ポストと再生リン肥料は都市・農村間の輸送を想定し 200km，カンプン，炭化物，乾燥造粒品な
らびにごみ焼却灰，汚泥焼却灰，脱リン灰，メタル，溶融飛灰は都市内の輸送を想定し 50km，消




下水汚泥，厨芥の乾物重量に対する有機分率を V [t-VS/t-DM]として，高位発熱量換算係数 HHV 
[MJ/t-DM]を式(4-4)・(4-5)に示す．下水汚泥の添え字を ss，厨芥の添え字を fw とする． 
HHV ss＝23,223×V ss     (4-4) 
HHV fw＝21,779×V fw     (4-5) 
なお，消化前の初期状態における汚泥の有機分率を V0ss ＝ 0.80[t-VS/t-DM]，灰分率を




エネルギー 電力 8352 MJ/t-P
薬品 消石灰 4000 kg/t-P
エネルギー 電力 8352 MJ/t-P
薬品 水酸化マグネシウム 1900 kg/t-P
























部分還元溶融法 16) (灰投入量あたり）薬品 kg/t-Ash












 また，下水汚泥，厨芥の低位発熱量換算係数 LHV[MJ/t]を，含水率 W[-]として式(4-6)・(4-7)に
示す． 
LHV ss＝21,629×V ss－2,512×W ss     (4-6) 
LHV fw＝20,241×V fw－2,512×W fw     (4-7) 
 発熱量の換算式は松藤 18)を参考に Steuer の式を用い，有機分中の炭素・水素・酸素の組成比






消化ガス産出量[MJ]＝濃縮汚泥投入量[t-DM]×HHV ss×DE ss＋厨芥投入量[t-DM]×HHV fw×DE fw 
ただし，V=V0条件下     (4-8) 
ここで，DE は有機物分解率[-]を指し，汚泥は 0.501），厨芥は 0.8011)とした．消化後の消化汚泥中
に含まれる汚泥由来，厨芥由来の乾物分に含まれる有機分率 V1は式(4-9)・(4-10)となる． 
V1ss＝V0ss×(1－DE ss)     (4-9) 
V1fw＝V0fw×(1－DE fw)     (4-10) 
 消化槽における加温用熱需要について，消化槽と連動して Y-1~Y-4 ならびに Y-6 では，消化槽
と連動してガスエンジン発電を導入し，消化槽の熱需要量と発電排熱量が等しくなる条件下で消
化ガスを燃焼するため，式(4-11)・(4-12)で算定する． 
場内発電量[MJ]＝消化ガス消費量[MJ]×ガスエンジン・発電効率     (4-11) 
消化槽・燃料消費量[MJ]×参照ボイラ効率＝消化ガス消費量[MJ]×ガスエンジン・熱回収効率 (4-12) 
ここで，ガスエンジンの効率は，下水道新技術推進機構 11)ならびに東京ガス・タクマ 21)を参考に
発電効率を 0.35[-]，熱回収効率を 0.40[-]とした．また，参照ボイラ効率を 0.85[-]22)とした． 














A 重油消費削減量[MJ]＝濃縮汚泥由来カンプン重量[t]×LHV ss＋厨芥由来カンプン重量[t]×LHV fw 
ただし，ケース X-2：V＝V0，W＝0.67 条件下 





 炭化物回収効率 1)を，直接脱水汚泥を利用した場合 0.50[-]，消化脱水汚泥を利用した場合 0.75[-]
として，生産される炭化物を式(4-14)で推計する． 
炭化物産出量[MJ]＝(濃縮汚泥由来乾物分投入量[t-DM]×HHVs 
          ＋厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHVfw)×炭化物回収効率 




て，ケース X-3におけるその有機分を V2X-3（式(4-15)），ケース Y-3における有機分を V2Y-3（式(4-16)）
とすると，低温炭化工程での燃料消費量は式(4-17)より算定される． 
V2X-3＝V0×(1－直接脱水汚泥からの炭化物回収効率)     (4-15) 
V2Y-3＝V1×(1－消化脱水汚泥からの炭化物回収効率)     (4-16) 
燃料消費量[MJ]＝脱水汚泥投入量[t]×熱需要原単位[MJ/t]－濃縮汚泥由来乾物分投入量[t-DM] 
×HHV ss－厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV fw 
    ただし，V＝V2条件下     (4-17) 




 乾燥造粒炉で脱水汚泥が熱分解しないため，乾燥造粒品回収効率 1)を 1.0[-]として生産される乾
燥造粒品は式(4-18)より推計する． 
乾燥造粒品産出量[MJ]＝(濃縮汚泥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV ss  
           ＋厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV fw)×乾燥造粒品回収効率 






燃料消費量[MJ]＝熱需要原単位[MJ/t]×脱水汚泥投入量[t]     (4-19) 




 生成ガスの産出量を，冷ガス効率 21)を 0.63[-]として式(4-20)より推計する． 
生成ガス産出量[MJ]＝(濃縮汚泥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV ss 
          ＋厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV fw)×冷ガス効率 
ただし，ケース X：V＝V0条件下，ケース Y：V＝V1条件下      (4-20) 
ここで，生成ガスの低位発熱量 21)を 4.19[MJ/Nm3]とする． 
 生成ガスとしてエネルギー回収されない脱水汚泥含有有機分は，熱分解ガス化炉で使用される
として，ケース X-5 におけるその有機分を V2X-5（式(4-21)），ケース Y-5 における有機分を V2cY-5
（式(4-22)）とすると，燃料消費量は式(4-23)より算定される． 
V2X-5＝V0×(1－冷ガス効率)     (4-21) 
V2Y-5＝V1×(1－冷ガス効率)     (4-22) 
燃料消費量[MJ]＝脱水汚泥投入量[t]×熱需要原単位[MJ/t]－濃縮汚泥由来乾物分投入量[t-DM] 
×HHV ss－厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV fw 
    ただし，V＝V2条件下     (4-23) 




×ガスエンジン・発電効率     (4-24) 
熱分解ガス化炉・燃料消費量[MJ]×参照ボイラ効率＝(生成ガス消費量[MJ]＋消化ガス消費量[MJ]
＋都市ガス消費量[MJ])×ガスエンジン・熱回収効率     (4-25) 






×HHV ss－厨芥由来乾物分投入量[t-DM]×HHV fw 




 ケース X において，ごみ焼却場で厨芥を焼却し排熱発電する際の電力生産量は式(4-27)で算定
する． 




















MAP産出量[t-P]＝脱水ろ液含有リン量[t-P]×回収率MAP法[-]     (4-30) 
リン酸カルシウム産出量[t-P]＝飛灰含有リン量[t-P]×回収率灰アルカリ抽出法[-]     (4-31) 
リン酸質肥料産出量[t-P]＝焼却灰含有リン量[t-P]×回収率部分還元溶融法[-]     (4-32) 
 ここで，HAP，MAP，リン酸カルシウムのリン濃度をそれぞれ 15.0%-P，12.6%-P，13.1%-P と
する 2)．リン酸質肥料については，投入する焼却灰に対しリン酸質肥料が 1.11[t/t-Ash]，メタル
が 0.13[t/t-Ash]，溶融飛灰が 0.07[t/t-Ash]発生するとし 27)，リン酸質肥料の濃度を推計した．ま










(a) エネルギーの消費に由来する CO2排出原単位 
 燃料の使用・代替に伴う CO2排出原単位は，環境省 28)より軽油：68.6[g-CO2/MJ] ，都市ガス：
50.6[g-CO2/MJ] ，A 重油：69.3[g-CO2/MJ]，石炭：90.6[g-CO2/MJ]とした． 
系統電力の CO2 排出原単位は，電気事業者別 CO2排出係数 29)に，各電気事業者の電力供給量 30)
で加重平均をとり，日本全体での全電源平均原単位 114.4[g-CO2/MJ]（412[g-CO2/kWh]）とした． 
 
(b) 薬品・鉱物製品・化学肥料の消費に由来する CO2排出原単位 
 薬品・鉱物製品・化学肥料のCO2排出原単位についてはMiLCA9)を用い，入手できない場合は











MAP法 2) 85.0 脱水ろ液
灰アルカリ抽出法 25) 66.1 灰
部分還元溶融法 16) 87.6 灰






























































下水処理 下水処理 32) 0.88 0.16 g-CH4, g-N2O/m3 (排水処理量あたり）
通常焼却 32) 9.7 1510
コンポスト 32) 4000 300
セメント原料化 32) 9.7 294
低温炭化（直接脱水汚泥） 2) 0 70
低温炭化（消化脱水汚泥） 2) 0 30
乾燥造粒 2) 0 0.22
熱分解ガス化 2) 0 55
高温焼却 32) 9.7 645
ごみ焼却 ごみ焼却炉 28) 0.96 10 g-CH4, g-N2O/t (厨芥投入量あたり）
プロセス 単位
汚泥変換














排水処理の過程で還元され 3 価の状態で検出されていることを踏まえ，水銀は二塩化水銀， クロ
ムは 3 価クロムの値でリスク評価を行うこととした． 








     (4-33) 
















ܨܥܥ௜,௝୬՜∞ ൌ ܥܨ௝ ൈ ܨܥ ௜ܵ,௝௡՜∞     (4-35) 
ܥܨ௝：重金属 jの土壌-植物移行係数[(mg/kg)/(mg/kg-DM)] 
ܫܰܶܣܭܧ௜,௝௡՜ஶ ൌ ܫܪ௟௘௔௙ ൈ ܿܿ ൈ ܨܥܥ௜,௝௡՜∞     (4-36) 

















4.4.2 重金属摂取に伴う DALY の推計手法 
 本研究では，健康リスクの評価指標として DALY を用いる．DALY は，製品間で複数の物質の
暴露量が変化する際，各物質の暴露に伴う健康負荷を，エンドポイントの重篤性を踏まえて等価
勘定し，総和を算出できることに有用性がある．  
 1 日あたりの有害物質摂取に伴う DALY[year-lost]は，暴露量 INTAKE[mg-intake]と被害係数 DF
（Damage Factor）[year-lost/mg-intake]の積で定義する（式(4-37)）．  
ܦܣܮܻ ൌ ܫܰܶܣܭܧ ൈ ܦܨ     (4-37) 
表4-9 肥料中の重金属濃度（Ai, j） 




As Cd Hg Ni Cr Pb
Mean 123.68 39.47 17.63 578.95 1236.84 684.21
Minimum 28.42 10.53 3.42 12.16 368.42 17.89
Maximum 271.05 84.21 50.00 1184.21 3289.47 1421.05
Mean 4.67 0.33 <0.03 33.62 <6.27 9.31
Minimum <1.58 <0.03 8.23 2.80
Maximum 7.76 0.62 59.01 15.82
Mean 5.29 0.20 <0.04 63.14 0.36 13.25
Minimum 1.63 1.07 12.95
Maximum 12.09 125.22 13.55
Mean 47.00 5.69 0.05 29.73 101.31 47.68
Minimum 12.89 3.14 <0.02 21.20 70.67 41.10
Maximum 73.29 7.77 0.13 40.88 119.86 63.20
Mean 2.84 1.49 0.15 18.98 351.16 47.66
Minimum 1.64 <1.35 <0.13 16.37 310.97 13.50
Maximum 4.05 1.64 0.16 21.59 391.36 81.83
Mean 31.90 21.11 <0.89 51.59 231.79 13.50
Minimum 22.00 <0.67 16.44 37.56 <0.89








MAP 38), 39) N=3
リン酸カルシウム 40) N=4
As Cd Hg Ni Cr Pb











本研究では，式(4-36)より得られる 1 日あたりの重金属摂取量に基づいて 1 日あたりの DALY を
推計し，年間日数（N365）：365[day/year]，ヒトの平均寿命（LTH）：81.2 年 42)をかけ合わせて生涯
摂取し続けることによる DALY lifetimeの推計を行う（式(4-38)）． 
ܦܣܮܻ௟௜௙௘௧௜௠௘ ൌ ሺܫܰܶܣܭܧ ൈ ܦܨሻ ൈ ଷܰ଺ହ ൈ ܮ ுܶ     (4-38) 
 被害係数 DF については，1 回の暴露機会[incident]に伴う DALY 値であり，Crettaz et al.49)ならび
に Pennington et al. 50)に従い式(4-40)~式(4-43)を用いて式(4-39)より算定する．  













Unit DALY については，不可逆性疾患(がんなど)を 6.7，不可逆になりうる疾患を 0.67，可逆性





ߚா஽ଵ଴ ൌ 0.5 ൈ ݍଵכ     (4-40) 
q1*：発がん確率[1/(mg/kg/day)] 
ߚா஽ଵ଴ ൌ 0.062 ൈ
஼ிೌ,೓ൈ஼ிೞೠ್,೎೓ೝ
ேை஺ா௅
     (4-41) 
ߚா஽ଵ଴ ൌ 0.33 ൈ
஼ிೌ,೓ൈ஼ிೞೠ್,೎೓ೝ
௅ை஺ா௅





ߚா஽ଵ଴ ൌ 0.054 ൈ
ଵ
ோ௙஽ൈ௎ிൈெி






本研究で評価対象とした重金属の DF の設定値を表 4-12 に示す．ヒ素のみ，経口摂取での発が







DF βED10 Unit DALY
[year/mg-intake] [(mg/kg/day)-1] [year/incidence] 有害性 エンドポイント
発がん As 51) 2.91×10-6 0.75 6.7 slope factor:1.5[(mg/kg/day)-1] 腫瘍


































GHG 排出量の算定結果を図 4-3 に示す． 
システムケース間の比較では，厨芥を下水処理場の消化槽で受け入れるケース Y の方がケース
X に比べ 1,361~2,393t-CO2eq の削減効果があり，ケース Y が優位となる結果となった．ケース Y
での技術ケース間の比較では，Y-1 で 2,474t-CO2eq，Y-2 で 1,583t-CO2eq，Y-3 で 1,161t-CO2eq，Y-4
で 195t-CO2eq，Y-5 で 1,714t-CO2eq，Y-6 で 4,249t-CO2eq となり，Y-4 の GHG 排出量が最も低い結
果をなった．Y-4 は，ベースケースである X-0 と比べ，GHG の収支で 97.7%の削減ができる．ま
た，下水処理場内に閉じてエネルギー消費，GHG 排出量を減らせることに熱分解ガス化の長所が
あり，Y-5 は X-0 と比べ 79.4%の GHG 排出削減ができる． 
厨芥を下水処理場の消化槽で受け入れた際に最も大きい GHG 排出削減量を示したのはコンポ
ストを導入するケース 1 であり，X-1 と Y-1 で 2,393t-CO2eq の差が得られた．これは，消化工程
における汚泥・厨芥の有機分の損失が汚泥変換プロセスのエネルギー収支に関与しないことが主
要因である．有機分の含有熱量が低下し汚泥変換技術（工程）での都市ガス需要量を増加させる
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換技術は N2O の排出量を大きく抑制し，熱分解ガス化（Y-5）で 147 t-CO2eq，低温炭化（Y-3）で





 リン回収量の推計結果を図 4-4 に示す． 
ケース X において HAP 法のみを導入する X-2，X-3，X-4 で 3t-P，HAP 法に加えコンポストで
の回収を行う X-1 で 34t-P，灰アルカリ抽出法での回収を行う X-5 で 24t-P，部分還元溶融法での
回収を行う X-6 で 30t-P という回収量となった．ケース Y では，厨芥分のリンの回収もでき，MAP
法のみを導入する Y-2，Y-3，Y-4 で 6t-P，Y-1 で 43t-P，Y-5 で 30t-P，Y-6 で 38t-P という回収量と
なった．10 万人規模で年間排出されるリン量 57t-P（生活排水 84%，厨芥 16%）に対し，回収量
を発生量で除した値をリン回収率とする．リン回収技術を導入しても最も低い回収率に留まるX-2，
X-3，X-4 で 5.7%，最も高い回収率となるのが Y-1 で 75.9%であった．また，下水処理場が厨芥を
受け入れことで厨芥中のリンも回収できること，消化プロセスを導入することで HAP 法ではなく
MAP 法を適用することにより，ケース Y の方がケース X に比べリン回収量が 2~9t-P 増加する結
果となった． 







4.5.3 DALY の推計結果 
 葉菜を対象とした肥料由来の生涯重金属摂取に伴う DALY の推計結果を図 4-5 に示す． 
リン酸肥料（化学肥料）の DALY 値 0.5 時間に対し，汚泥コンポストのみがその値を超え 1.4
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b (  )内は食品中の無機ヒ素化合物の割合が17%とした値．耐用1日摂取量は無機ヒ素化合物での設定値． 
図4-5 肥料施肥に伴うDALYの推計値（生涯摂取） 
As b Cd Hg Ni Cr Pb
汚泥コンポスト 601 192 86 2814 6011 3325
リン酸カルシウム 228 28 0 144 492 232
リン酸肥料(化学肥料) 155 103 4 251 1126 66
自然由来土壌蓄積 7950 370 330 18600 28200 14800
汚泥コンポスト 0.0 1.5 0.0 1.6 5.3 0.6
リン酸カルシウム 0.0 0.2 0.0 0.1 0.4 0.0
リン酸肥料(化学肥料) 0.0 0.8 0.0 0.1 1.0 0.0
自然由来土壌蓄積 0.5 3.0 0.2 10.8 24.9 2.6
調査値 Ohno et al. (平均値) 54) 0.4 (0.068) 1.8 - 5.8 11.0 2.5
Ohno et al. (平均値) 54) 300 (51) 23 - 156 568 44
Maitani (平均値) 55) - 26 9 - - 21























As Cd Pb その他（Hg, Ni, Cr）
( X-5 & Y-5 ) ( X-6 & Y-6 )( X-1 & Y-1 ) ( ケースX ) ( ケースY ) ( 化学肥料・参照値)
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ことで，葉菜類に関して肥料由来のカドミウム摂取量が 0.8[µg/日/人]から 1.5[µg/日/人]へと 0.7[µg/





各ケースにおける GHG 排出量，リン回収量の推計値のプロットを図 4-6 に示す． 
 システムケース間の比較では，厨芥をごみ焼却場で焼却するケース X に比べ，厨芥を下水処理
場で受け入れるケース Y の方が，すべての技術ケースにおいて GHG 排出量を減少させ，リン回
収量を増加できる結果となった． 
以下，ケース Y における技術ケースに焦点を絞り，優位性を考察する． 
2008 年 7 月に閣議決定された低炭素社会づくり行動計画において，2050 年までに現状比で GHG
排出量を 60~80%削減することが明記されており，70%以上の削減が，温暖化対策において政策的
な優位性を示す 1 つの目安となる．図 4-6 の推計結果より，GHG 排出削減率が 70%を超えており，
リン回収率も 50%を超えている（半分以上は回収可能）という観点から，Y-5，Y-1 が両指標にお
いて相対的に優位性が高いケースとなった． 
















































































































らのリン溶出率 80%，溶出されたリンの HAP 法での回収率 90%，オゾン処理後の余剰汚泥の消化
槽での有機物分解率を 0.812[-]として推計を行う 59)．なお，生汚泥中の初沈汚泥と濃縮汚泥のリン
含有量の比を 0.13：0.87 とした 60) ． 
 
(b) Heatphos 法 
 余剰汚泥の乾物量が，固液分離で固形分に 64%，分離液に 36%移行し，消化を行う余剰汚泥乾















 GHG排出量の推計値を図 4-7に示す．Y-2と比べ Y-2-OAは 1,136t-CO2eq増加，Y-4と比べ Y-4-HP
は 772t-CO2eq 増加，Y-6 と比べ Y-6-HT は 1,481t-CO2eq 減少した． 
Y-2-OA ならびに Y-4-HP で GHG 排出量が増加した理由は，リン回収にかかる薬品消費が大き
いことによる．Y-6-HT では，消化ガス産出量の増加や脱水汚泥の含水率の低下に伴う焼却工程で
の燃焼用熱需要量の減少に伴い，GHG 収支が改善した． 
 次に，GHG 排出量とリン回収量の比較評価を図 4-8 に基づいて行う．Y-2-OA では GHG 排出削
減率が低下するものの，HAP によるリン回収量 24[t-P/年]が加算され，リン回収率が 47%まで増
加した．同様に，Y-4-HP でも人工リン鉱石として 16[t-P/年]のリンが回収でき，リン回収率が 28%
まで増加した．高温焼却については，水熱処理を組み合わせることで X-0 に対して GHG の排出
を 67%削減でき，Y-1 とほぼ同水準の性能が得られた．ただし，以上を踏まえても，Y-5 が比較的
に優位な性能を示していることが示唆された． 












































































































LCA の適用に基づく評価指標は，温室効果ガス排出量，リン回収量の 2 指標とした．また，回
収したリサイクル肥料について，施肥に伴い農作物経由で摂取する重金属の健康リスクを DALY
に換算して評価した．得られた結果を以下に記す． 
・ ケース Y の方が，GHG 排出量，リン回収量の観点で優位な結果となった．GHG 排出量につ
いては，ケース Y とケース X における同一の技術ケース間比較で 1,361~2,393t-CO2eq の削減
効果があった．同様に，リン回収量については，ケース Y の方がケース X に比べ 2~9t-P 増加
する結果となった． 
・ ケース Y における技術ケース間の比較評価では，熱分解ガス化炉を導入する Y-5 と，コンポ
ストを導入する Y-1 が優位な技術と位置付けられた．ただし，Y-1 の選択はリン酸肥料（化学
肥料）に対し約 3.0 倍大きい DALY への許容が必要である． 
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費量，温室効果ガス（GHG）排出量，リン回収量，事業コストの 4 指標を用いることとした． 




では，LCA を適用して 4 つの評価指標の算定を行うための方法論を構築した．なお，本解析では
下水処理場とごみ焼却場の連携施策の評価に主眼を置き，資源ごみのリサイクルは LCA の対象外














































































将来人口については，2007 年の 1,530,168 人 2)に対し，社会保障・人口問題研究所 3)の予測に基



































































































































×(1＋地下水混入率)     (5-2) 
汚濁・栄養塩類負荷量i＝下水処理人口i×(生活用水負荷原単位＋営業用水率i 














排水 255 205 ［m3/人/日］
BOD 58 40 ［g/人/日］
SS 45 25 ［g/人/日］

















































































新聞紙・雑誌類・段ボール 46.7 60 65
紙パック類 0.3 10 15
紙製容器包装類 0.0 30 55
布類及びゴム・皮革類 12.1 15 15
ペットボトル類 35.9 60 95
白色トレイ 0.0 30 60
かん 78.0 90 95
びん 78.0 90 95
金属類 78.0 90 95
ガラス類 78.0 90 95
陶磁器類 78.0 90 95
生活系ごみ 事業系ごみ 粗大ごみ
厨芥 250.7 72.8 -
新聞紙・雑誌類・段ボール 145.3 91.0 -
紙パック類 37.3 3.6 -
紙製容器包装類 71.5 36.4 -
その他紙類 94.9 51.0 -
布類及びゴム・皮革類 20.3 3.6 -
ペットボトル類 12.0 7.3 -
白色トレイ 13.8 7.3 -
その他プラスチック類 66.9 32.8 -
木質ごみ 18.4 14.6 -
かん 31.5 21.8 -
金属類 7.9 3.6 -
びん 53.4 18.2 -
ガラス類 3.0 - -
陶磁器類 2.5 - -
繊維類(布団, カーペット) - - 7.3
木製家具(タンス，椅子など) - - 20.4
自転車，ガスレンジ等 - - 16.1
小型家電製品 - - 5.5
大型家電製品 - - 11.2
















































ごみ ごみ焼却場 更新年次 ごみ受入先 2020年 2025年 2030年 ［km］
2009年・廃炉／
2025年・委託先更新
東クリーンセンター 2029年・更新 東灘処理場 0 0 105.3 0.8
2013年・廃炉／
2029年・委託先更新
東灘処理場 82.1 80.2 0 15.7
西部処理場 0 0 77.8 1.9
西クリーンセンター 2025年・更新 玉津処理場 0 79.6 77.3 5.8
ケースZ 剪定枝 すべてのごみ焼却場 東スラッジセンター 63.8 65.2 66.7
落合クリーンセンター 垂水処理場 0 51.8 50.3 10.1



































































































































































































入熱量j[MJ]＝ごみ投入量j[t]×焼却仕向ごみ低位発熱量j[MJ/t]     (5-12) 
電力産出量j[MJ]＝入熱量j[MJ]×排熱発電効率j     (5-13) 










輸送回数＝中継輸送量/積載可能量＋小数桁切上値     (5-15) 
輸送距離＝輸送回数×施設間往復距離     (5-16) 




















ごみ焼却灰発生量j＝Σkごみ投入量j,k×(灰分率k＋消石灰投入原単位)     (5-18) 
脱リン灰発生量＝脱水汚泥焼却灰利用量×残渣発生率     (5-19) 

































ととする．プラスチックごみについては，1t-DS 焼却すると 2.69t-CO230)の CO2が，繊維ごみは合





























設備建設年価＝設備建設費 ൈ ቀ ୧ሺଵା୧ሻ
౤
ሺ୧ାଵሻ౤ିଵ



















濃縮設備 21) （機械設備） 43.8×Q0.422 15 生汚泥処理能力[t/日]
消化設備 21) （機械設備） 78.8×Q0.385 10 濃縮汚泥処理能力[t/日]





































































 2030 年でのごみ焼却場の設備更新結果・排熱発電効率の変化を表 5-10 に示す．ごみ焼却事業
の方では焼却炉の処理能力の減少を図ることができ，基準年と比較して，人口減少・ごみの資源










ス X と比較して 0.2%の減少に留まる．剪
定枝はごみの占有率が低いため，ケース Z













消化設備 962 712 (820) 876 (1010)
脱水設備 789 704 (770) 845 (930)
消化設備 253
脱水設備 250
消化設備 768 798 (920) 876 (1010)
脱水設備 759 789 (870) 856 (940)
消化設備 596 555 (640) 605 (700)
脱水設備 589 548 (600) 591 (650)
消化設備 440 409 (470) 487 (560)






















落合クリーンセンター 230 (450) - - - -
東クリーンセンター 481 (900) 554 (640) 391 (450) 361 (420) 13 20.6 20.4 20.2
港島クリーンセンター 264 (450) 7 - - -
苅藻島クリーンセンター 356 (600) 264 (340) 187 (250) 173 (230) 9 17.9 17.7 17.5
西クリーンセンター 353 (600) 433 (530) 306 (380) 283 (350) 12 19.7 19.5 19.3






























































































CO2 排出が占める．更新ケース間の比較では，エネルギー消費と同様にケース Y が 110kt-CO2eq








ケース X は排水中賦存量 678t-P から
の回収となり，回収量は 342t-P となっ
た．一方，ケース Y・Z では，厨芥も含
めた賦存量 846t-P に対し 435t-P の回収
となる．排水・厨芥中の賦存量に対し，






























































































値，収入（販売収入費）を負の値で整理した事業コストの勘定結果を図 5-7 に示す．2030 年時点
で汚泥処理事業とごみ焼却事業を統合勘定すると，ケース X-HTI で年間 51.0 億円，X-PG で 54.9










削減が可能となり，ケース Y はケース X と比較して 9.5 億円減少した．ケース Z では，ケース Y



































































































果となっている．現状の処理設備に最も近い形で更新を行う X-HTI と比較して，Z-PGCB は 2030
年に年間でエネルギー供給量 436TJ の増加（88%増），温室効果ガス排出量 37kt-CO2eq の削減（26%































汚泥単独 厨芥受入 汚泥単独 厨芥受入 厨芥・剪定枝受入
X-HTI Y-HTI X-PG Y-PG Z-PGCB
エネルギー消費量 [TJ/年] -497 -748 -251 -434 -647 -213 -932 -436 -499
GHG排出量 [kt-CO2eq/年] 142 137 -4 124 111 -13 104 -37 -20
リン回収量 [t-P/年] 343 435 93 343 435 93 435 93 93
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 第 2 章では，都市・農村間における物質代謝改善に向けた有機性廃棄物の循環利用政策の変遷
を整理した．その上で，中国におけるバイオマス利用方策，日本における静脈系社会資本の更新
計画に係る研究課題を論じ，本研究の新規性を明確にした． 




優先施策（施策 A），マテリアル利用優先施策（施策 B）という 2 つの特徴的な施策を比較評価し
た．その結果，施策A・B間の全体比較において，GHG排出削減効果では施策Aが 1,057万 t-CO2eq，
施策 B が 342 万 t-CO2eq となり，施策 A が 3.1 倍大きい結果となった．一方で，リン鉱石節約量
では施策 A が 7.5 万 t-P2O5に留まるのに対し，施策 B では 13.6 万 t-P2O5の節約効果が得られた．
また，農林地節約面積は，施策 B のみ人工林 144 万 ha，農地 56 万 ha の節約が可能と推計された．
全種バイオマスの配分構造を踏まえた傾向として，施策 B を選択することで施策 A との GHG 排
出削減量の差である 715 万 t-CO2eq の削減機会を失うが，リン鉱石 7.9 万 t-P2O5の追加節約，人工
林 144 万 ha，農地 56 万 ha の節約機会を得ることが可能となる． 
 第 4 章では，下水汚泥・厨芥からのバイオエネルギー生産・リン回収を図るための循環利用技
術オプションを対象とした比較評価を行った．評価指標は，温室効果ガス排出量，リン回収量，






炉，リン回収技術：MAP 法，灰アルカリ抽出法）が 3 指標で優位な技術性能値を示し，基準ケー
ス X-0（消化槽：導入なし，汚泥変換技術：通常焼却，リン回収技術：導入なし）と比較して温
室効果ガス排出量を 79.4%削減でき，生活排水・厨芥に含有されるリンの 53.5%の回収，化学肥料
と比較した DALY の低下を達成できると評価された． 









供給量 436TJ の増加（88%増），温室効果ガス排出量 37kt-CO2eq の削減（26%減），リン回収量 93t-P
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